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日立市における東日本大震災時の地域防災

一防災対策および避難所運営状況に着目して-

キーワード

I はじめに

1 -1 研究課題

東日本大震災による被害状況の解明や，震災後

の復興およびまちづくり計画の策定は学問領域を

こえた緊急の課題である 1) 海外の事例では，地

震災害後には断層からの距離によって住宅価格が

変化するなどの報告もされており (Onderet al.. 

2004) ，震災後の地域経済を復興するためにも震

災以後の都市計画策定は重要な課題であろう

大震災後の被害状況については，地形条件や都

市化の時期，住宅の質ーなどの居住地域構造と震

災被害には密接な関係があることが示されてい

る(香川， 1995) 石井ほか(1996) は，阪神・

淡路大震災による被害と地域構造の関係について

分析し震災犠牲者には高齢者や女性なととの社会

的弱者が多いこと，そして重篤な被害は老朽密集

住宅地や住工混在地域なととの住宅環境としても劣

悪な地域に集i干iしていることを明らかにした.ま

た，大震災後の復興過程においては， I主!や市 11IT

村，地域のまちづくり方針や防災計画のあり方，

これらに対する住民の も重要な要素ーとなる

(Edgington， 2010) 

そこで，本ii)f究は茨城県EI立市を事例に東日本

大震災H寺にいかに地域防災が機能したのかを明ら

かにすることを目的とし避難所の運営とそれを

踏まえた住民からの市政および地域に対する
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を検討する.分析の手JII買は以下の通りである ま

ず， 1=1立市における東iヨ本大震災による被災状況

および目立市の災害対応を示す.次に， Ell'l.-r!fの

居住地域構造を踏まえて事例地i又を選定し，各地

区における避難所巡営状況と位二氏のおJa，~を検討す

る 最後に，住民から得られた要望および震災前

後での居住環境評価の変化を明らかにする. ま

た， t.:J、上の結果を時まえて，今後1:-1立市および地

域において必要とされる防災対:策に対ーする考察を

行う

1=1立市における震災被害については，主とし

て地震による住宅等の損壊やライフラインの寸

断仁津波による浸水被害とに大別される 前

者の被害は市内全域において雑認され， :t也i玄に

よって震災後の対応や住民の行動に異なる特徴

が認められた.一方で後者の被害は沿岸部に集中

している. こうした震災の被害状況および住宅供

給の過程(1章2節参照)を踏まえ，本研究は性

質の異なる 4つの事例地区を選定し，アンケート

誠査およびインタビュー誠査を実施した (2011年

6月) アンケートは各地区500部(計2000部)配

布し， 499の回答を得た そのうち有効回答は492

(24.6%) であった.各地区の特徴は以下の通り

である (1)中心市街地(司川、路地区):アンケー

ト回収129，インタビュー11"1ι市， (2) 1970年代

に分譲された 111沿いの住宅団地(j高山地区): I司

128および8世;市 (3)2000年代に分譲されたiJ-l
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沿いの住宅!型地(城の丘地区) 向139および6世

帯， (4)津波被害のあった沿岸地亙(河原子地区)

向96および12世帯

1-2 研究対象地域

本研究の研究対象地域は茨城県日立市である

(第 1図) 本地域は日立製作所およびその関連企

業の企業城下町としての性格が強く，早くから従

業員に向けた住宅地開発が行われていた また，

2004年日月には合併により十王I!汀を編入してい

る.以下では， 自立市における住宅地 I~l拐さの経緯

N 

o 1 2 km 
l.......I...... 

第 11~1 研究対象地域 (2011~f)

(恭能地Izl'I1特I( IJfI こ I~ 数値情報により作成)

を踏まえ，事例地区の人口特性を示す

1 )自立市における住宅地領発の進展課程

自立市の住宅地開発は 日立鉱山(1905年)お

よび関連施設等の開業にともなう従業者の社宅建

設から始まった 従業員用の社宅は，通勤上の利

便性を考え工場周辺に建設されたため，山知IJの宅

地化が進んだと考えられる

1960年代以降は，企業による社宅の供給が踏ん

に行われた. 日立製作所は， 1959~ 1966年に30棟

674戸の社宅を建設し，その後も賃貸アパートの

建設を続けた. さらに， 1957~1三からは社員の住宅

取得を促すため，系列の自立木材地所株式会社

(J克・株式会社目立ライフ 以下，日立ライフ)

が宅地造成および分譲住宅の建設を始めた 2) ま

た， EJ立市は日立市住宅公社を設立し(1961:9三)，

住宅団地の開発・分譲を開始した これに民間の

不動産会社も加わり，市内各地に大規模な住宅団

地の造成が進んだ.

第 1表は， 日立市における大規模住宅団地(開

発面積 5ha以上)の概要を示したものである

1960年代以降，国道6号の山側にあたる丘陵地に

大規模住宅団地の開発が行われるようになった

(第 2図). 1970年代には， E!立市の北部に位置す

る小貝浜田地，豊良台団地 J 11尻団地などがやや

遅れて開発された.また，櫛形炭鉱の関111 (1973 

年)を前に，座禅111工業団地と座禅山住宅団地が

造成された(1972年). 1989年には日立市北部に

おいて伊師工業沼地が完成し 近隣に城の丘団地

カ可圭 r~えさ i'Lている

1::1立市においては， 1900年代から日立鉱山周辺

で、の社宅や公営住宅の開発が進められた.通勤利

便性の向上のため 山沿いの宅地化が顕著で、あっ

た. 1960年代以降に住宅岳地の造成が日立ライフ

等の主;導の下行われるようになると，次第にU-'沿

いの丘陵地から平地へと宅地化が進むようになっ

た 市ul'r村合併による市域の拡大や工業自地の新

規造成などにともない継続的に住宅団地の造成が

行われてきたため 現在では市内のほぼ全域にお

いて住宅団地や宅地化した地法が確認できる

--112 -



第 l表 日立市における大規模住宅地開発 (1963
~2006年)

回j世 1]'1地 白u議 戸数若手年 完了年 開発
番号 寸メ(:1ft]、F (ha) (戸) (年度) (年度) 業者

石名坂 8.26 210 1963 1964 その他
2 南高Y!I' 16.95 319 1963 1967，1970 目立市
3 桑原 8.08 95 1964 1964 その他

l.lJのや11 13.24 287 1965 1966， 1969 ライフ
5 下相!Il 14. 19 400 1966 1967，1969 その他
6 海端 7.09 180 1966 1966，1969 ライフ
7 Illl松 5 135 1966 1967 ライフ
8 根道ヶ五; 13.73 300 1967 1971， 1974 その地
9 大沼 13.88 390 1967 1968 ライフ
10 金井戸 8.08 225 ¥967 1968 ライフ
¥1 青葉台 26.02 570 1968 1970 ライフ
12 平和台 6.75 213 1968 1968 その地
13 旧尻 6.7 183 1970 1971 目立市
14 金沢 30.49 800 1970 1970，1975 その地

いゾ寸言B 》fy N 
15 松ケ丘 11.78 315 1971 1973 その他

A 16 m沢台 5.27 120 1971 1971 その他
17 天神話i 5.35 120 1972 1973 その他
18 隼:平 14. 1 367 1972 1973 ライフ
19 小|咲台 7.57 133 1972 1973 その他
20 塙IlJ 25.42 580 1972 1976 ライフ
21 みかの原 11. 95 261 1972 1974 その他

?? Jm~líl lJ 
6.82 150 1972 1973 ライフ

住宅
23 小貝浜 5.65 141 1973 1976 その他
2'1 豊良ち7 13.22 243 197iJ 1976， 1978 その他
25 )11尻 10.37 217 197iJ 1975 その他 草間供19--2 I /(1 19日"-197 tJ "1:. 

26 1:1:1 JL 19.92 515 1974 1975， 1986 その抱
27 松山下 6. 13 134 1974 1975 その他
28 τ戸さ支hρi列ム1ム仁、i 13.36 350 1977 1979 その他
29 小11兵台第 11.07 248 1977 1980 その他

口 駅
30 ムiコ、ルiFII、 iJl. 74 800 1977 1985 その{也
31 いぶき台 42.5 548 1980 1983 ライフ O インターチェンジ
32 潮見台 9.06 181 1985 1987 その他 …勺4 ム IJil道
33 グリーンT 43.84 763 1986 2000 その他 高速道路

34 
ライフT

78. 19 136 1993 2000 ライフ 鉄道
東金沢

35 城の丘 63.62 860 1995 2006 その他 己目立市小学校区

注 1)団地名称について. Tはタウンの111告称である
仁コ市町村ー境界

注 2)事業完了年について 2年記載されているもの 。 2 km 
は初期および再開発期における卒業完了年度を

表す

注3) 1~ f.J 発業者ーについて， ライフは日立ライフおよび 第 2認! 大規模住宅地の開発時期 (1963~2006年)

その前身である目立木材地所株式会社を表す 注)大規模団地の番号は，第 1表と同様である

(自立ilir1:1立の都市計図資料編 (2006年)J により作成) ( Iヨ立i'j'Jr 1::1立の者ISi'!'i計画資料編 (2006年)Jにより作成)

このような住宅地開発の進展過程を踏まえ，本

研究では l~f13sの時期および経緯，住民の特性など

が異なる 4つの事例地区を設定した 性質の異な

る地区における震災n寺のコミュニティ組織や，市

への要望などを示すことにより， 目立市全体で必

要とされる防災対策やまちづくりの課題が明らか

になると考えられるからである

選定された地区は以下の通りである. 1:j:1心市街

地にあたる中小路地区. 1970年代にiJJ沿いに形成

された住宅団地である塙山地区. 1990年代tJ.11年に

新規に 1~l'j3きされた住宅団地である城の丘地区，そ

して太平洋沿岸に位置する河原子地区である.以

つ、U
1
1よ
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下では，事例地区の人口特性を示す

2)事例地区における人口特性

事例地i玄における 5歳時級別人口を第3図に示

した.中小路地区は， 自立!駅周辺の中心市街地に

位置しており，部活街経営者など古くからの居住

者が多く，高齢化も顕著である.一方で，駅前再

開発事業等により建設されたアパートやマンショ

ンには市内からの転入者もあり，若年居住者の増

加にもつながっていると考えられる

塙U-l地区は， 1970年代に開発された分譲戸建て

住宅を主とする住宅団地である 開発当初は若年

の核家族世帯が住宅取得のために転入したが，居

住世帯の成長にともない，現在では50~60歳代の

居住者が卓越している

城の丘地区は， 1995~2006年に住宅開発が行わ

れた分譲の戸建て住宅を主とする地域である.現

在も住宅の分譲が継続的に行われているため，居

住者は比較的若く， 30議代およびその子世代と考

えられる O~9 歳の人口が多い

河原子地I.Rは，漁業および旅館・民宿業が古く

から発展した沿岸部と，近年宅地化し分譲戸建て

住宅や賃貸アパートが立地する内陸部からなる地

区である そのため幅広い年代の居住者が混在

している

次に，各地区のアンケート回答i主帝の年齢構成

割合を第 41玄jに示す.中小路地区においては， 60 

~74歳が約35% ， 45~59歳が約25% を占め，高齢

1全部:からの回答が卓越した 11主i山地区で、は，高齢

世帯が約70%と極めて高いが城の丘地区におい

ては， 15~44歳が約40%. 0 ~16歳が約35% を占

めており，若い夫婦とその子どもからなる世;出;か

らの回答が多い 河原子地区では60歳以上が約

50%， 15~59j設が約40% ， O~14j設が約 10%であ

り幅広い年代からの回答を得ることができた.

これらの結果は第 31:i:1の事例地区の人口割合とも

おおむね一致しアンケート回答が各地|玄を代表

するものとして扱いうることを示している

L 
400 

60 100 

10 20 

第31玄i事例地区における年齢・ tl7jIJの人口

(2005年 .2011!r:J三)

注1)事例地区の人口は，回答者およびその向居家政

の合討を表す

注2)各留の凡例は. a) と同様である

(国勢調査 (2005年).アンケート調査により作成)
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中小路
地Il

t高山
地区

域の丘
地区

河原子
i並区

日立市

iぱ(%)ロO"-'l凶4歳臼 l5"-'2却9歳ロ 30"-'付

図4刊5"-'5印9議 口6ω0"-'7刊4歳 盤閤7万5歳以上

第41翠 事例地区におけるアンケート回答世;市

の年代~Ij割合 (2011年)

注 1)日立iliの年代別割合は， I主i勢調査 (2005年)に

より作成した

注2)事例地区の年代別割合は，アンケート回答者お

よびその同居家族の合計をもとに計算した

(国勢調査 (200以下)，アンケート調査により作成)

E 日立市の防災対策および震災対応

本章では， 日立市の!坊災対策および東日本大震

災H寺における被害および避難所の運営状況を示す

II -1 防災予算と危機管理体制

目立市の防災関連の予算(第 2表)および5立

市の防災事業(第 3表)をまとめたものを示した

目立市は災害対策基本法第23条第 1項に基づき，

本部長である市長や副本部長である両副市長，本

部員(14名)，原子力アドバイザ- (4名)で構

成される災害対策本部を設置している また，第

1版位副市長を本部長として以下，副本部長(第

2順位副市長及び総務部長) 本部員 (20名)，連

絡院(10名)で構成される災害警戒体制本部や，

さらに総務部長を本部長とし以下，副本部長(生

活安全課長)本部員(9名)，連絡員(10名)で

構成される災害情報連絡会議も存在するその他，

災害対策基本法第16条第 l項に基づく日立市紡災

会議も設けられている.これは会長である市長を

はじめ，委員42名と原子力アドバイザーである専

門委員 4名によって構成される組織である

こうした目立市の防災対策事業の中で最も特徴

的なものとして.防災無線整備事業があげられる

原子力発電所のある茨城県東海村に隣接している

日立市は， 1999年に起こった東海村の原子力発電

所での事故を機に，原子力発電所での事故を想定

した対策に重点を置くようになった:3)そうした

事故やその他災害時において重要となるのは情報

を迅速に伝達することである.そのため，市では

当該情報の発信を自的として市役所の生活安全課

内に回定系および移動系の親局を設置し情報の

発信を可能にしている.移動系は主に市役所職員

11JJの情報伝達にmいられ， 1盟定系は市役所から住

民に向け，屋外放送i苓や簡易型戸別受信機を介し

情報を伝達するために用いられている

なお，この簡易型戸別受信機は住民に対して

2000年より無料で配布されており 1)東海村に近

接した南部から般に小学校i又ごとに配布が行われ

ている(写真 1) 簡易型戸別受信機の動力は泡

池とコンセントの両方からf尋られ， AM. FMラ

ジオやライトも装備されている.簡易担戸別j受信

機には!日型と新型があるが， IEI~~! は情卒li を JI~得し

たい学区を選択できるのに対し，新型は学区の選

第2表 iヨ立市の防災関連予算 (2011年度)

事業頃iヨ 予算額
事業内容(千円)

i防災ハンドフごックの作成

防災体制
2.防災備蓄倉庫建設工事

整備
(凶|部地IR)

事業費
l1， 739 3.避難誘導標識・避難地

案内板改修工事

4. IりJ災資機材等整備など

会"/;i:‘iL'、-汝"/;i:三E・ 升生住宅の耐震・浸水・

住まいる 7，062 l¥1j犯対策住宅の改修等

助成事業費 経費の一部を助成

防災情報伝達の充実
簡易型

/一 市内全域に戸別受信機
個別受信機 40，608

を整備 (44，000台
整備事業費 2009~2013年)

(平成23年度日立市一般会計歳出予算 主要事業の概

要により作成)
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第3表 自立市の防災対策事業一覧 (2011年度)

No 卒業名

j坊災無線整備事業

2 防災@上司iI練

3 避難誘導標識改修事業

4 避難地案内板改修事業

5 I主主防災組織育成事業

事業の概容

(I)事業概要

災害時の市民への情報の伝達、被災地に対する応急対策活動をよ

り一層迅速かつ効果的に行うため、防災行政無線を整備し、拝f報ネ

ットワークの充実強化を図る。
(2)事業の現状

[移動系}

①競馬(統治IJ台基(生活安全課に設寵)

②中継局(神峰山、臨港消防署A慈出張所)

③無線機計87台(半固定型41、携帯型46)

H23. 4. I現在

[[認定系]

①親局(統制台) I基(生活安全課に設寵)

②遠隔制御装置 i基(消防本部に設置)

③中継局(神峰山、臨港消防署久慈出張所)

(1)事業概要
災答を想定した訓練をIZl上で、実施し、 j隊員の危機管理能力の向上

を図る。
(2) 平成23年度の事業概要

23学IR自主防災組織を対象に、図上訓練[)IG(防災マップ作成訓

練)を実施する。

(1)事業概要

災害発生時、被災者を市が指定する避難場所へ安全かつ迅速に誘

導するため、平成15年度から平成22年度までの8ヵ年計画により整

慌した。

(2) 事業の現況(1-123.4.1現在)

避難誘導標識総基数 247基 (48/48避難場所)

(3) 平成23年度の事業概要

撤去5基を予定

(1)事業概要

災害発生時、被災者を市が指定する避難場所へ安全かつ迅速に

誘導するため、駅舎、海水浴場、大規模施設等不特定多数が集合

する場所に新規設置するとともに、J;:E設案内板の改諺を行う。

(2)事業の現況 (1123.4.1現在)

避難地案内板総基数回基(宝くじ助成による整備数22基を
含む)

(3) 平成23年度の事業概要

案内板盤詔の改修2基、撤去2基を予定

1 自主防災組織育成補助事業

(l)事業の概要

地域防災力の強化をIZlるため、各小学校学区単位に組織されて
し、る自主防災組織に支援活動を行う。
(2) 王jL業の現況

ア 自主防災組織数 23 (小学校区ごとに結成)

イ 市の指導及び支援

研修会・講習会の開地

主l主防災組織活動助成

i主主防災訓練の実施
(3)平成23{i三j支の事業概要

ア l主主防災組織育成事業

イ 簡易無線局保守点検事業

(4)懸案事項

ア 自主防災組織の活性化

(ア)機能別訓練の採用などの訓練内容の見i哀し

(イ)消防団、企業消防隊、他地区自主防災組織ーなどとの連携司11

練の実Jj在
(ウ)ハザードマップを活用した避難訓練の実施

(エ) トランシーパー整備後の資機材整備計画作成

イ 災害時要援護者支援体制の検討

災害時要援護者合IIIRをjまにした支援体制について市とコミ

ュニティとの役割分担を整理する。

ウ 東日本大震災の検証

( 1:1立市防災対策室提供資料により作成)
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1 簡易型戸別受信機 (2011年)

(2011年6月 久保撮影)

択ができず，全学区の情報が入るという弱点を

持っている また，現在約26.000世帯には簡易型

倍加受信機が行き渡っておらず，震災後，簡易型

戸別受信機の取得・修3~m依頼が増加しているなど，

様々な問題が残されている状況である

住民に対する開き取り誠査において，東日本大

震災11寺に屋外放送塔や簡易型戸別受信機からの情

報を頼りに行動をしたとの話が!支々聞かれたこと

もあり，上述の防災対策が住民に活用されている

ことは{確実である.一方で，屋外放送塔は風向き

によって間こえ方に違いがあり， まったく情報が

間こえてこなかったという意見や，簡易型戸別j受

信機の電池が切れていたり故障していたりしたた

めに震災時に利用できなかった，平常Il寺の試験放

送等がうるさく電池を抜いており震災時に簡易型

個別受信機を活用できなかった，などといった災

害時の情報伝達が十分に機能していなかった事例

も多々確認されている

II-2 ハザードマップと被災状況

日立市では.11ヨ立市防災マップ(ハザードマッ

フ。)Jを作成し公表している 日立市には防災図

上訓練という事業が存在する.これは災害を想定

した訓練を図上で、実施し職員の危機管理能力の

向!こを12]るもので，市内の23小学校区でをi主防災

組織を対象に. I~I上訓練DIG (防災マップ作成訓

練)が行われている.これによって日立市が指定

している避難所，一時避難所，市役所・支所，

・派出所，消防署，病院，学校などの施設の

他，屋外放送塔.地域の防災倉庫，配水場.公衆

電話.がけ地などの危険箔所の位樫が記された「日

立市防災マップJが作成される

さらに， 目立l1'iは「津波ハザードマップjを作

成している これは茨城県土木部が作成した津波

ノ¥ザードマップに，市役所・支所，消防本部，消

防署-消防1]:1.警察署・交番，病院，避難所.屋

外放送塔などの位置が記載されたものである.こ

こで示されている津波浸水予測範IIJ:Iは，延宝房総

沖地震津波と明治三陸タイプ地震津波の 2つの想

定津波が同時に生じた#Jj合の最大浸水範1111につい

てのシミュレーションに基づいている

第 512lは自立市内の避難所および屋外放送塔の

{立置を示したものである.屋外放送塔は. F 1 Sr ilf 

の丘陵地と海岸線，特に久慈浜，久慈)11.茂'FTJ 11 

が流れる北部地j戒に集l干して立地している.これ

によか 津波発生時の緊急避難や，道路の通行状

況，水の供給情報などが日立市役所-から放送され

る

また第 6~91ヌ!には事例地ほごとに防災マップ

および津波ハザードマップと各住宅の被符状況と

を111:せて示した !こ|川、路地I?Z. if引託子地以は出:l:~と

に面しているため，津波によって浸水する 11]"能性

があるとされていた地 1.¥だけでなく広範凶に住宅

被害がみられた他，全壊などの重篤な被害はこれ

らの沿岸地区に集中している.丘陵地に立地する

塙山地区，城の丘地区は，瓦が落ちる，外壁にひ

びが入る程度の軽微な住宅被害がみられたのみと

なっている しかしながら 日立市全j或で確認さ

れた水道，ガス，電気などのライフラインの寸断

や，開業や輸送機能の麻搾により，住宅の被害が

軽微であっても避難所を利用せざるを得ない居住

者があったことも看過するべきではないだろう

II-3 震災時の避難所運営状況

目立市における避難所運営状況をみると，震災

初日の 3月111ヨには 69か所の避難所が開設され.

13.607人が避難した(第1012]) 日立市防災計画

によりあらかじめ避難所として指定を受けていた

施設の他，高校や地区内の集会場なども急逮避難
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常陸太田市

.室外放送塔

O 避難所

指定避難所

がけ地

(危険笛所)

口小学校i玄
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，，

東海村
O 12  km 

第 51玄! 日立市における避yilt所および屋外放送塔の立地 (2011年)

注 1)避難所は，東日本大震災時に開設された避難所を表す

注 2)指定避難所は， EI立市防災計画により避難所として指定されている施設を表す

(日立市防災マップ， 日立市ili報， 日立市役所への開き取りにより作成)
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図 防 災 倉庫 ⑥配7J"場 一一一市界

避難所 ⑤生活必需品の取扱J;同日 ζ二二コ駅

①消防署 X 工具類を調達1可能な場所 JH線

合病院 図がけj也(危!倹な場所) 字国道

⑧警察署・派出所 口指定避難所 道路

。市役所・支所 住宅の被害 一一一河川

同公衆竜話
@ 被害あり

A 屋外放送塔 O 被害なし

A 
O 100 2OOm 

(c) ESIH Japal1 

津波浸水予測能関

口 O.5m料 i

己 O.5m以上1.0m*1!-Mj

1.0以上2.0m未満

2.0m以 L.4.0m未満

4.0m以上6.0111未満

6.0m以上

第 6図 1=1二i小路地区におけるハザードマップと建物被害状況 (2011年)

注 1)避難所は，東日本大震災11寺に開設された避難所を表す

注 2)指定避難所は， 日立市防災計画により避lj!íí~rYí. として指定されている施設を表す

注 3) 津波浸水予測範囲とは，延宝房総~ljl地震津波と明治三陸タイプ地震津波の両方がi可 11寺に起きたと仮定した場

合の最大浸水の深さを示す

(日立市防災マッフ¥日立市津波ハザードマップ，茨城県による津波シミュレーションデータ，アンケート調査により作成)

ハU
J

1
3ム

3
3ム



図 i坊災倉庫

重量避難所

合病!涜

⑥生活必需品の取扱活告rIi

× 工具類を調達可能な場所

口指定避難所

住宅の被害

@被害あり

O 被害なし
一一河川

日公衆電話 図がけ地(危険な場所)

A屋外放送i苓

第71m 塙iJJ地区におけるハザードマップと建物被害状況 (2011年)

注 1)避難所は，東日本大震災H寺に開設された避難所を表す

1t 2)指定避難所は， 1:1立市防災計画により避難所として指定されている施設を表す

(目立ilil坊災マップ，アンケート調査により作成)
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図 防災倉庫

避難所

⑤生活必需il!?! の取扱J~Brrïll

指定避難所

住宅の被害

@ 被害あり

O 被害なし

ζ三二コ駅 こ立之二道路

畑地一 JH線 一一一河)11

第 81豆! 城の丘地区におけるハザードマップと建物被害状況 (2011年)

注1)避難所は，東日本大震災時に開設された避難所を表す

注 2)指定避難所は. 1:1立市防災計画により避難所として指定されている施設を表す

( 1:1立j'li防災マップ，アンケート調査により作成)
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(c) ESln Japal1 

<? 

図防災倉庫 ⑥配水場 一一一市界 津波浸水予測範囲

避難所 ⑥生活必需ilもの取扱!日ili 亡二二コ ~iR 口 O.5m未満

②消防署 ×工具類を調達可能な場所 JI~ií~~ 口 O.5m以上1.Om*r1Mi 

守病院 図がけ地(危険な場所) 。1翠道
1.0以上2.Om未満

②瞥察署・派出所 口指定制m所 道路
2.0m以上4.Om未満

。市役所・支所 住宅の被害
4.0m以上6.Om未満

一一一向)11

同公衆電話
@ 被害あり 6.0111以上

A 屋外放送塔 O 被害なし

第 91~1 河原子地区におけるハザードマップと建物被害状況 (2011年)

注 1)避難所は，東日本大震災11寺に開設された避難所を表す

注 2)指定避難所は. 1:1立市防災計画により避難所として指定されている施設を表す

注 3) 津波浸水予測範囲は，延宝房総~ljl 地震津波と i明治三陸タイプ地震津波の ïíHj ブ7 が!司 1I寺に起きたと仮定した場合

の11走大浸水の深さを表す

( EI立市防災マップ， 1:1立Tnfl上波/¥ザードマップ，茨城県による津波シミュレーションデータアンケート調査により作成)
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避難所利用 避難所開設
人数(百人) 数(笛所)

140~ 70 

120 ロ避難者数
ぃ 60

十避難所数

100 50 
I~ 

80 トー

¥ 
40 

60 ト} 30 ¥¥ 
40 一 20 

l ¥、20 ドー 10 

。l11 11 I I I I I I I I I I 門プ I0 

11 12 14 15 17 18 19 21 30 (日)

第10IiQ 13立市における避難所の開設所数および

避難者数の推移 (2011年 3 月 11~30 日)

(東日本大震災における避難所設置状況，

避難所ごとの避難者数により作成)

所として利用された 避難所利用者には帰宅問難

者も含まれており，公共交通が復!日すると同時に

利用者が激減しているのはこのためである.津波

によって住宅が全壊した世話:などが避難した河原

子小学校拘王中学校は 3月末まで避難所として

利用された.また 福島県からの被災者を受け入

れた施設は，鳩が丘スポーツセンター (3月1613

~4 月 111ヨ)および泉が森体育館 (3 月 17 日 ~3

月2613)であった 5)

3月111ヨに避難者が最も多かったのは田尻小

学校の約1.000人であり，豊浦小学校(約900人)，

中小路小学校(約800人)，坂本小学校(約700人)，

大みか小学校および久慈中学校(約600入)， .1.拘王

中学校(約500人)がそれに続く 海岸沿いで津

波による被害があった地毘や，帰宅lil難者が避難

した中心市街地では，避難所の開設数および避難

者数が多かった

各避難所では， 日立市役所の職員が交代で宿直

し運営や情報伝達に携わった 運営については，

地域コミュニティセンターや自治会の役員，地域

住民らの協力の下行われた.その他，自衛隊など

からの暖房器具や毛布，食料などの配給に加え，

地域のコミュニティ組織らによる食事の炊き出し

も行われた

直輩では，事例j並区における避難所の逮営状況

を分析し災害時の地域防災のあり方を検討'する

車 事例地区における避難所の運営状況

蕊-1 中小路地区

可子中央部の海iWJに位置する本地区は日立市の中

心市街地という性格を持つ. 日立市役所や裁判

所，税務署などの行政機関， ¥:1立市の公共交通機

関の要所である]R常磐線日立駅， ぎんざもーる

商j苫街やパティオモール樹脂会などの商)~~街があ

る また， 65歳以上の高齢者が居住者の28%以上

を占め日立市で 3番目に高齢者率が高い地域でも

ある

今回の震災によって，当地1><.においても津波に

よる床下浸水が数料二見られたが. rlil大jの他沿j苧地

区と比較すると被害は少なかった(第 61玄!参照)

これは震災前の2011年3丹上旬に護岸の工事が完

了しており， もともと70cIllで、あった堤防を 1m70 

CIllまで、上昇させたためで、あると考えられる.その

ため，宮田川周辺で、水が逆流してきたことにより

床下浸水になった被害の方が目立った. また，本

震災の約 l 年~Iに発生したチリ地震の際，地域住

民は今回同様に中小路小学校へ避難しており，そ

の際の行動が本震災の予行演習となったためか，

スムーズに避難できたという

茨城県北の中心都市である日立市には自立製作

所をはじめとする企業や学校が多数集積してい

る.そのため，その中心部たる本地区，特に自立

釈j晋辺には通勤-通学者が帰宅i君臨t者として溢

れ，中小路地i亙の避難所で、ある中小路小学校体育

館には，地震発生後約1.200人もの避難者が押し

寄せることとなった.この人数は想定外のもので

あり. 1.050人が定員である中小路小学校体育館

から元々避難所ではなかった駒王中学校へ約150

人の避難者が移動している また，避難者の 4分

の lは高齢者だ、ったという

満員となった中小路小学校体育館では 1人当た

りの占有可能な面積が小さく，避難者は身体を伸
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ばすこともできず、椅子の上で、就寝することを余儀

なくされるなど，初日はパニック状態になってい

た これに加え，物資についても食料や毛布さえ

ほとんどないような状況であか混乱は深まるば

かりであった. 2 B白からは物資が届くように

なったが， 3 B 13になると一転して供給過多の状

態に陥ってしまう.このような状態になったのは

第一に先述の帰宅関難者の激減のためであり，そ

の情報を供給者に伝達することができなかったこ

とが直接の原因となったと考えられる.また，必

要物資の変化を供給する側が把握できていなかっ

たことも遠因の一つであろう

避難所の運営については 避難者を数グループ

に分け，配食等の雑務を分担することによってお

こなっていた.また帰宅問難者の仁ドにはタクシー

やパスなどを用いて避難所を去る者もあった.

なお，本地域のライフラインについては，震災

発生の 5日後に電気が， 8日後には水道が復旧し

ている

本震災を通してこの地域の住民が感じた不満や

要望をあげると，第 1}と~自はライフライン寸断へ

の対応に関する要望である.たとえば，升二戸水が

生活用水として活用されたことから，地域住民が

井戸の分布や飲料水としての利用可否などを把握

する必要があるという意見が15号かれ，その所在を

地図化することも望まれている 2点自には情報

の取得に関する要望があか沿岸部では強風の影

響で広報車や屋外放送塔の音声がほとんど関こえ

ない状態にあったことがその原因と考えられる

第3点目は先にも触れた避難所利用者の把握につ

いての問題である 運営者は想定外の人数が避難

してきたため，避難所の運営に追われて避難者の

素性などを把握できなかったという

第4点目は道路の修繕および新規敷設であり，

沿岸部の旭118ーなどの道路はi揺が狭く， さらに沿岸

部から崖上に上がる道路は産地にあるために， 日

常の通行さえも非常に危険な状態であったことか

らこの要望が生じている.特に，津波から避難す

る際に現状では非常に危険で、あることが指摘され

ているが，未だ改善される動きはなく，大いに危

ぶまれている状況である 第5点目は民生委員の

負担軽減である 現在，民生委員 1人あたり， 10 

人程度の見守りを必要とする住民(単身で居住す

る高齢者など)を担当している 他地涯に比べ担

当人数が多いため，迅速に安否確認を行ったり，

配給物を配ったりするにはさらなる民生委員の数

が必要である

また，震災後に改善傾向がみられる点として，

40~50歳代の居住者による地域コミュニティへの

積極的参加があげられる 先に述べたとおり本地

区は高齢化が顕著であり コミュニティについて

もその例に洩れない. しかし本震災で、の避難所生

活は，壮年の居住者にいかに地域コミュニティが

重要であるかを実感させたようで，その活動に深

い関心が寄せられるようになった. 6月には東日

本大震災時の経験を諮り合い，地域コミュニテイ

としていかなる対応をすべきかを議論するための

懇談会が開催され 40~50歳代の参加者の増加が

確認された(写真 2).コミュニティ側もこの地

域懇談会等を契機として さらに幅広い居住者に

地域コミュニティへの参加を呼びかけるなど，地

j或コミュニティの活性イヒを目指す取り組みを行っ

ている

ill-2 塙山地区

市南東部のU-I側に位置する本地区は， 1973年に

写真 2 中小路地区における地域懇談会の様子

(2011年)

(2011:¥1三6月 久保七日影)
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開発された住宅地である.人口は 3分の 1に減少

したが世帯数の変化はなく，塙111小学校の児童数

についても， ピーク時の1，100人から450人にまで

減少している 若年の居ー住者は，塙山小学校周辺

の賃貸アパートに腰掛的に居住していることも特

徴的である.このような背景により本地域の高齢

者率は約22.5%(2010年 1月 1日)と高齢化が著

しし 1

このような地域特性を反映して高111交流セン

ターではj'高I-LJ地1.2:に住む人たち誰もが， 自分の住

む地区に関心を持ちながら暮らしてもらうことを

目的に様々な取り組みを行なっている.第 4表は

地区内の交流センター(塙U-l交流センター)の事

業計画である 6) 塙山地区では，住みよいまちづ

くりプロジェクトの局リーダーを中心にまちづく

り運動を推進している このような取り組みから

1984年度には自治省(現-総務省)からコミュニ

ティ推進地区 (5年間)に指定され， 1997年には

ふるさとづくり大賞(内閣大臣賞)，地方自治法

施行50周年記念自治大臣賞，茨城県グリーンリボ

ン賞などを受賞している

今回の震災では，本地区には甚大な被害は見ら

れなかったため(第 71~参照) 多くの住民は避

難所を利用せず，自宅に待機していた しかしな

がら， 自宅に備蓄食料やi暖房器具などがなく

や断水等などにより生活に支障が生じた世帯や，

体育館のほうが自宅よりも安全であると判断した

乳幼児を持つ世;;すなど，一部の住民は避難所を利

月3している 第11liIlは本地匿の避難所における避

難者数の推移を示したものである 震災初日は

390人が塙I.Li小学校体育館へ 105人が森山田地集

会所避難所へ避難しているが， 3月15日には86人

がj向上i小学校体育館へ， 30人が森U-l団地集会所避

難所へと激減した.これは， 3月1513に電気が復

旧し，多くの住畏が帰宅したためである また，

3月1813には，体育館からj向上i交流センターの和

室へと 3人が移動した.

第5表は本地i玄における域の東日本大震災Il寺の

主な取り組みの経過である.本地区で、は炊き出し

(ご飯，味噌汁等について連日対応し市の災害対

策本部からの支給を全国補完)，健康管理(学区

内の看護師ボランティ 711~1 を連日配置，健康管

理!と体操指導)，飲料水等の配布(外出困難な高

齢者を中心に民生委員と連携して配布)，食料等

の配布(外出国難者を中心に避難所を利用する住

民にも配布)， トイレ用水の配布(外 l:l~鼠難者を

中心に対応，避難所を利用する住民にも配布，塙

111小学校のプール用水を利用)，情報収集及び提

供(市の災害対策本部と連携， r市役所からのお

知らせJ等を交流センターにlUi付，避難所及び塙

山団地自治会等へ配布)などを行なった 塙U.JJ也

区では2010年11月に防災訓練を実施しており，こ

のような部|練によって地j或コミュニティによる迅

速な対応が可能となったと考えられる 紡災訓練

では地区内の企業数社，新聞配達会社，訳者.

護IWに参加を要請し災害時のシミュレーション

を行なった.そのため 本震災時にも企業からの

発電機やガス，食料の提供や.医者や者謎niliによ

る避難者の健康-診断等を速やかに実施することが

可能になった また 避難者も 11乎びかけ-に応じ，

炊き出しゃ生活用水の調達(プールの水汲み)等

の用務を補佐している.これはまちづくり述動な

どを通して地j或コミュニティに関わったことのあ

る住民が多いことから炊き /'11
1しゃ避難所i主党等が

スムーズに始まり その他の住民を震災時の地域

活動に巻き込むことが容易であったからだと考え

られる.聞き取り調査においては，避難所生活に

関する不満が他地域に比べると少なく，本部の対

応に満足しているとする住民が多かった

軍一 3 域の丘地区

本地区は，市北部に位置する十王地域に積水

ハウスによって建造された分譲住宅地であり，

正式名称を「コモンステージ・ 1"玉城の丘Jと

いう.その完成は2006年と新しく，居住者の年

齢も若いn 立帝構j支の 9~fiJ f]f)を核家族が占め

るなど，新興住宅地としての性格が目立ってい

る 防犯・防災にも力が注がれており，計10台

の防犯カメラと webカメラによる入仁1.公!蛮等

の監視， 2日1M]の断水に耐えうる貯水タンクの
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第 4表 j寓iJ~交流センタ一事業言十回 (2011年度)

担当 司王幾重さ 詳細

コミュニティ裂学重工保7寄 fわくわく広場j のIlfl殺
生活文復担当 コミコニティ・ケアシステムの確立

ジャンボタクシー卒業

主主らしサポート fあんしんj の拡充

はなやま木11援サ lコン ふれあし、健康体操

生きがい担当 新潟(給者ク'ルーフぬの立ち jニ(j'• 支媛(特に男性の参加l会t Jlf) ふれあし、サロン

おもちゃライブラリー fハナトピアランドj

見守り{担当

高齢者や際答者ーの見守り体制

fあんしん・安全ネットワーク j の拡充

災復11寺嬰段目長者名簿による文俊

ひとり終らし潟a命者宅へのPJjlilj活動

孤独死ゼロ巡!fVJのJiiU.lli

}哲I1ヨ

第1・3木縦iヨ
tr~2 ・ 4本船1:1 

全体事業 敬老会 9)1 101:1 

空き巣、犯罪1Ii!ijJ:のための戸かけ運動、パトロール

外灯・防犯灯絞慌の行tilli
家屋周辺の防災・防犯パトロール

防犯J11当 子どもを守る防犯パトロール

(設下校時のパトロール、 「子どもを守る 110悉の家J)

地j荻を守るIi!;犯パト lコール 1'i'色パトロールカー

防犯炊の鮫淀

検紗11寺ベビーシッター

健康づくり による受診ネアップ

---罰ーー ーー】句ーー一四日ー--即時一一一一ーー回目ーー一一一ー一白骨ー一一色ß)jlt土弓主/_'1f:り)JJ~fiIL _ _ _ _ _ _ _ 
健康教室

lさjコやか月 II?{[ザロンJ

総j点・スポーツ体力づくり ヱユースポーツ

J担当 「グラウンドゴルフJ

ー -- -- 司市】ーーー ーー ωe ー ---一ー ?二;ィ?二;て7一三ヲゴ事政一一一一-- -一一一一一一白
liU;ijlソフトボールリーグli技

出会いづくり
一一一目白---ーー白骨---- -ー --叩ーー一一 ー』自司守一一一一『】骨骨ー一一一一ーヨ叩町一一ノ-<?--ノコごu列車iJlL ー一一ー-

^lミ ilJi楽~j立当 シニア Ill:{\:のための j也被差主}JII~持活wコいわい楽集会)

花いっぱいiill紛j

1Eと総m当 はなやま ijiJlill
マナーアッフ'fio1i住(プランタ一花1i!iえ、 Ji，IJIUJ，!J.f'世間とともに

「リスタートはなやまJ)

スポーツ少年1] とのiilljjl~

グリーンカーテン運動の行(;ii!i

エコな生活運動(1);1境家言I'm.ほか)

環境コニコm当

JJii境美化

1Eの[見続

1E庖づくり

環境家計簿記帳

リザイクノレ運動の指i立:
j処点@l以拡充

不法投棄!j~1i.伎のf，-r，-lfVJUJ2![iJ)

クリーンJ-i，I!山デー

毎週:U以1'1

6rJ 121ヨ-
12n 11 1ヨ

潟 111ゴヂャッベ市 -1rJ 291:1 

未来局 長Ij!別立~也械の高齢化に対オーる事業の側交研究
(未来ーの潔) コミュニティ交通システムの検討・実験

かわら版の編集・発行 毎月初日発行

かわら級担当 広1穀物配送J1l.当
情報u長j 写災記録・綬耳l!

司王1労j弓

さんさんまつり

実行委員会

jJi少;['.育成会滋

交流センター

運営委員会

インターネットJ担当 ホームページの更新と充災

会iill営事務

会談のi区立
学校・J，!J.fiinlill.保育!謝支僚

会計事務

ililiトラック貸し出し事務

Jfu区車II織の活性{と支J妥
被害実受け入れ

これからの協111作戦会議

?s29!i.i:1稿IJIさんさんまつり

たくましいi高JlIつ子づくり(学校、 5諾苦問{体本などとのi述il止1
1対!守f少f年!下『予脊fJ成戎必!問卦{体イ本〈の述給.制終と情報交換UF-5@)

府111元気っ子事業

交流センターのiill':，昔、管理に関すること

-1)~ 181ヨ
毎月 tr;3水11誕iヨ
勾:ntí~I 7K1I琵 iヨ
総11寺

7 n 231ヨ

(住みよいi高山かわら版(平成23年 4月発行)により作成)
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一十一塙IJJ小学校体育館

一→ー森下fJ:IJ也集会所

第1]図 塙山地区における避難所利用者数の推

移 (2011年 3 月 11~1913)

(j高iJJ学IR住みよいまちをつくる会

I~l 主防災組織資料により作成)

設置，警備会社によるホームセキュリティといっ

た種々の対策が講じられている

このように，本地区は最新の住宅設計と手厚い

防災対策が施されていたため，今回の震災の影響

も選定した 4 地区中最も小さかった(第 81~参

n宅) 基盤設備の寸!訪れこ関しては，断水後も地区

内の貯水タンクより 2Ell10lJ程j支飲料水が提供され

た上に，積水ハウスより居住者 l人あたり飲料水

20 リットル，その他カップラーメン等の食糧など

が配布された.電気は 3日後には復旧，ガスにつ

いてはオール電化住宅が多かったためにさしたる

混乱は生じなかったようである ただし，居住者

の精神に被害がなかったというわけではなく， I喝

さ取り調査においては，震災によって心理的に疲

弊しPTSD様の症状に襲われたという声も間かれ

た.

物質的には棋被害に近い状況であるため，本j並

区の居住者の多くは今回の震災において避難所等

の援助を必要とすることが少なかったと考えられ

る. また， I謁き取り調査においては， ライフライ

ンの共有等の近隣住民による援助や，地震発生時

に互いに声を掛け合うといった住民間士の自主的

な助け合いが存在したこともJ確認された 調査の

際には「地域の人々の方が(交通機能が麻縛して

しまう災害時には)夫や 1J11縁者よりも頼りになるJ

「遠くの知人よりも近くの他人Jといったような

意見も関かれ，この地域に十分な人的支援があっ

たことが幾われた

なお，本地区に接する十王地j或の 1;1コ心地に関し

てはこの限りではなく，避長H:月?を希求した住民の

ために十王交流センターが急逮避難所指定を受

け，応急処置的に避難所が設けられた. しかし.

本来防災を I~I 的とした施設で、はない交流センター

に物資等の備蓄はなく，職員は1"'11しかける住民へ

の対応に苦慮した. さらに市も十分な動きをみせ

ず，この混乱に拍車がかかったという

ill-4 湾原子地区

市高東部に位置する本地区は， 今i医図豆ヨi選定した 4

地区の仁!コでで、も j漁f魚1制4村に守j

海海:;岸半に接する集落でで、は， 近隣に居住する知人・殺

日付 1I寺1M]

3)ヲIIi3 14:46 

15: 10 

J5:30 

16:00 

16:55 

3)ヲ151ヨ 18:50 

3JJ 18日 14:00 

3月19日 16:00 

3JJ 21 日 9:35 

第 5表 j高山学区における東iヨ本大震災!J寺の主な取り組み (20115:1三)

事柄

東北地方太平洋沖地震発生
青色パトローノレカーで学区内巡回(住民のケガ，火災等の確認)
交流センター玄関前に IJ高山学区災害対策本部j 設誼
役員非常招集，情報収集開始
要援護者台i陶芸i係高齢者等(J93!(:1) の安否確認，避難誘導(福祉部→民生委員)
晴山小学校体育館及び森 F団地集会所に避難所開設(発竜機活用，ストーブ借用)
塙IJI小学校(105名)，森下集会所(105名)避難，以後続々避難
間集会所で市j隊員と避難所の設営にあたる(森下集会所は森下回地自治会が運営)
森下集会所避難所閉鎖
大久保II!T等の一部を除き電気が復旧(大久保II!Tの-ffllは3JJ16日の夕方復旧)
j高山交流センターへ避難所を移転 (2世帯3人)

塙111交流センター避難所閉鎖
i高山学区内全域(一部を徐き)水道の通水試験開始

(J高山学区住みよいまちをつくる会自主防災組織資料により作成)
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戚との関係が密に保たれ，私的な相互扶助が自然、

に行われる!日来の共同体が残存している そのた

め，海岸付近の集落で、は，市や地域コミュニテイ

の災害支援に対して淡い期待しか持ち合わせてい

ないようであった.一方， 1注側には1980年代頃か

ら分譲された戸建て住宅や賃貸住宅がみられ，幅

広い年代の居住者が居住するためにコミュニテイ

センターなどの公的施設を軸とした地域活動がみ

られる

今回の震災では，海岸に程近い本地区は地震そ

のものの被害に加え 市内においてもっとも深刻!

な津波被害を受けている(第 9図参照) 家屋が

中破・大破した住民も多く避難所の開設は急務と

なったが，実際に開設に至ると，灯火暖房，食

犠のいずれをも欠くという劣悪な環境で¥それに

耐えきれず自家用車内や知人宅に再避難するとい

う例も少なからずみられた また，開き取り調査

においては，災害時の情報伝達に対する不満が多

く1]奇かれた.具体的には，スピーカーの音が風に

掻き消されてしまう 妨災j有無線機は試験放送が

煩わしいために使用しなかった， といった市の対

応に対ーする批判的な意見が多数間かれた 8)

j也j或コミュニテイによる防災対策としては， 2 

年に 1)支避難訓練や津波に関する情報集会を開く

なと災害時を想定した対策に力が割かれていた

地区の事業計画舎によると， 2011年2月20EIに防

災訓練が実施されている 震災発生後は，地元の

旅館による協力を得て行われた地震発生当日の炊

き出しをはじめとする 3月2013までの約10日間に

わたる地域ボランティアの記録が残されている

(第 6表)• しかし地域コミュニティの役員に対

する開き取り調査からは，地震発生当時はパニッ

クによって組t裁が成り立っていなかったという反

省の声が筒かれた.具体的には，震災2日後まで

避難所に発電機が持ち込まれなかったことや，そ

のために炊き出しの際に断水(升二戸水をくみ上げ

るポンプが電動であるため)が発生し小学校の

常用水タンクを解放せざるを得なかったことなど

が反省すべき事例として挙げられた

ただし比較的近代化され，賃貸アパート等も

多い本地区の陸側の地域に関してはこの限りでは

ない.人的かかわりの少ない都市型の生活を営む

この地域の住民の地域コミュニティに対ーする期待

はもともと高く， さらにこの震災を通して災害時

の孤立の危険性や不安を再認識した住民も少なく

なかったようで，震災後はコミュニティ活動への

参加者も増加したという

なお，本地i玄における基盤設備ついては，電力

は3月161ヨ，ガス・水道は22日に復旧している

U 住民からの市政に対する要望

自然災害は，建造物の単純な破壊のみにとどま

らず，災害発生ののちも徐々に顕在化する生活上

の沼難，あるいは精神的な苦痛といった被害をも

もたらす 今回の震災のような大規模な災害にお

いてはなお一層のこと，物質的被害ばかりでな

く，居住者の在留する日常的な苦難，すなわち人

間的被害を把握することが急務となるのは確実で

1=1付

3月11.-.....，20日

3)，:l11日

3月121ヨ
3Jj 13日

3JJ 181=1 
3月251ヨ
3)=l 28 1:] 

3)=j 30 F-'I 

第6表 河原子地区における東日本大震災時の主な取り組み (2011年)

活動内容 場所 補足

震災対応.避難所及び
ボランティア活動 河原子学区内

ー づ !寄浜にて
河原子小学校避難所に集合し，東洋館の協力を待て炊き出し実施

小学校にてガスボンベを持ち込み炊き出し，停電により断水，小学校常用水タンク解放

トイレ用水をプーノレから確保，発電機による灯火，民生委員が高齢者宅に水・パン配布

南浜津波被害者宅へのボランティアを常任委員とボランティアグ、ループ。とで実胞

地域福祉委員会 交流センタ一 平成23年度のもの

会計監査/学12:福制三]r.業委員会 交流センター

市報楠包委員会 交流センター

u可原子交流センタ一事業報告書より作成)

口凡
Uつムーiよ



ある

そこで，本章では研究対象地区ごとの震災を境

にした居住環境許制iの変選と要望をまとめたもの

を挙げ，各地区の説明を加える

N-1 中小路地区

まず. III小路地区における東日本大震災の前

後で居住環境に対する評価を示した(第1212?:I-a)

本地区の居住環境許制は軒並み高くなっているこ

とが理解できる.特に駅や就業地，学校あるいは

病院のような施設の近接・充実といった点が高く

評1illiされており. r11の仁iコ心地区としての性絡がよ

く表れているといえる 震災後に評価が下がった

JJ113は f基盤設備の充実J.I車道の整備状況J.I歩

道の整備状況J. 1公共施設の充実」であるが，極

端な変化はみられない.

本j也i玄の住民の要望(第 7表)については.1迅

速な道路整備jがもっとも多く 16件で，それに「給

水状況の改善jの14件. 1原発事故に関して」の

7件が続くが，全体として安望数はあまり多くな

い また. 1無回答jが81件と 4地i玄11=1最大であ

ることや，逆に「円滑かっ正イ確な情報伝達jは4

i~1こと最小で、あることからも，市の中心たる本地区

の環境は相対的に充実していると考えられる.な

お，医療機関に関する要望が他の地区と比較しで

も多くみられるという特徴も存在する

N-2 塙山地区

本地区の居住環境評価の変遷をみると(第1212?:1

-b) .評価のごく低い項目が存在することが確認

できる.その原因たる低評信liの項目は「最寄!択へ

の近接J1 E:j常の買い物の利便性J1公共交通機関

の利便性J11亙療施設への近接性jの4つであり，

高台および傾斜地に開発された本地匿の交通状況

の劣悪さを示しているといえる. しかし，震災後

に評価が急落した項目は「基盤設備の充実Jのみ

であり. r地盤の安定性Jや防犯・防災対策のJJ1

I~l が高評価であることからも，本地 i玄の地震災害

に対ーする強靭さを確認することができる

要望についても(第8表).r給水状況の改善(給

b) lf，1i 111 1m I:?<~ 
A 

1-1 

c)城の丘地i玄
八

d) {r引j京~f-j也 1:3{

八

D 

K 

j出j長!、iiT、i三jもj

- Jllin服、I';:j均

~;I~{I !l iJ夏目 '1 ll(辺のリ史的状iJc'

^ 1詰寄駅への近接 i 歩道の号制Jm状況

B 就業j也への近接 .J J也~!}Eの安定性

C 日常の1Nし、物の荊H凶"1: l( J也 J1&の iり'j~12{本flilJ

D 公共交通機関の利便性 L 防災対策の光文‘

ヒ 教育法'tJ党の充実 M 主主明書~;t支合1Iiの充実
F 医療施設への近接性 N J也J1&コミニL ごう二イ

G 公共施設の充実 及び知人との親密'1'1:

第121z1 事例地区における震災前後の居住環境許

価の変化 (2011:Q三)

(アンケート誠査により作成)

水場所が遠い・給水車が来ない)J. r円滑かつ正

確な情報伝達(放送が聞こえない・避難場所もわ

からないけといった 交通面で生じた問題に起

因する要望が多く，高台に位置するとし寸地理的

条件が本地区の関難の元国となっていると考えら

れる

N-3 城の丘地区

新興住宅地である本地区は，ホームセキュリ

ティや断水Il寺にも 2日分の生活用水を蓄える水

タンクがあるなど充実した設備を持ち，それに加

ハ
同
d

q
/
]
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要望(回答数)

迅速な道路

整備(J6) 

給水状況の

改善(14)

P=J滑かっ正確

な情報伝達

(4 ) 

j京ヲE玉jr.jliSzfこ

i拐して(7)

避難所の環境

改善 (4) 

市の対応に

ついて (3) 

第 7表 中小路地i茎住民による震災後の要望 (2011年)

回答例

(車道の渋滞について)大渋滞. (歩道の整備状況について)傾斜部多い

-アスブアノレト道路に亀裂が入り回も出来 雨が降ると水が漏り車が通ると7J<.

飛抹が上札歩行者が濡れてしまう

-歩道・せまく，その上各議表示，柱，電柱等があり，車イス通行不可能

.近くの車道一部亀裂があり早急に補拶乞う

-道路にきれつが入ってあぶない

-街の中でフjえがなく，各場所に列二戸を掘ってほしい(トイレの水がほしいの

で，井戸があった所などに) .飲み71<は各支所に置いてほしい.

-震災後一番図ったことは水が無かったこと.[防災対策として水の確保を

最初にして欲しい.

-断水H寺の給水の場所が速かった.

・断水になり給水車による水の配給は助かったと思うが，市役所周辺だけでは

1 km"'-'2km離れた場所に住んでいる老人などは不使だったと思います.重くて

持って歩けません.近くに広場があるのになぜ給水車が来てくれないのだろう

と老人のボヤキがありました.

-とにかく今Iillの震災では通信と交通手段のもろさが良くわかりました.

・目立市からの情報が屋外では全然関こえない.今後想定外の津波が発生し

た場合，どこに避難したら良いかわからない.

-原発の放射線が気になる.洗濯物を外に干すことさえ，気になる.最も怖れ

ているのは食品の汚染や水道水についての放射線量のDataは，震災直後に発表

があったが，その後全く知らされていないこと市民lこDataを知らせることが不

安J惑を競ることにならないかJとの為政者役所の慮とすれば全く笑止である

特に，いまは市がO.19MSV/仁として杢I=-I'II'J地表に堆積される線量を考えると 3mSV/

年になる.月毎の地表と浄水場のDataは非常に欲しい.いわき市の老人の施設

に居る姉が気になる.洗濯ものは家の仁1:1で干し，昼間からカーテンを131'1けない

と言う.原発は人間のみならず，地球 jこのあらゆる生物を滅ぼす日が来るかも

釘iれないと思う

• J京発事故がこわい.

-やはり 1京発問題'の一日も早い解決を望みます

-地域指定避難所へ一時避難しましたが，援助物資(特に非常食類)の配給が

1'miわず遅かった.

. [坊災対策として， 71<，電気，食料の碓保に努めてもらいたい

.IIrJ・内以外の人達が多数一緒に)~.たが，行政の対応は今一つだった.

医療機関に ・病院が震災により不使に成った. (年寄りがし、るので)自立総合病院

関して (5) ・病i涜を増ベコしてほしい.

注1)アンケートの形式は自由記述かつ複数回答可とした

注2)rその他Jに該当するものは24件， r担[8]答」は811*認められたー「その他Jの18]答例は省 111告した

え災害時には積水ハウスからの手厚いサポート

(欽Fn水-食料の配布)が受けられたため，第12

1玄トc)にみられるように，居住環境許官Iliは全体的

に良好である. しかし，震災を通しての評価の変

遷は 4地区+1でも最も大きく，各地区に共通して

(アンケート調査により作成)

みられる「基盤設備の充実Jの項目以外にも.1地

盤の安定性Jr車道の整備状況Jr防災対策の充実」

の 3項呂に評1iUiの低下がf確認される

第 9表の要望表をみると， r迅速な道路整備J

が31件， r円滑かっ正確な情報伝達jが19件と，
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要望(回答数)

迅速な道路

整備は)

給7K状況の

改善 (22)

円滑かっ正確

な情報伝達

(J 3) 

原発事故に

関して (6) 

避難所の環境

改善(7)

市の対応に

ついて (2) 

第 8表 j高山区住民による震災後の要望 (2011年)

回答例

・日立の道路の多くに段差が発生し運転時のガタツキ大になった

-道路にいたる所書1]れiヨが出ている.壁に“危険マーク"があるが，なかなか

なおらない!

-塙山IIlTを通行する道路間iHlJの塀の倒壊注意表示が多くあり，歩行者合むljIJ

ノレート歩行者専用道等の検討が急務と考えます

・震災後，断水が続き日立市の対応に不満.通7Kの見通しゃ復旧状況の述絡なし吏に

給水ポイントが余りにも少なく， しかも遠くガス欠も手伝って苦労した.少なくとも

地域の小学校又は交流センターに給水車を配備すべきである

広報車ももっと巡回し，対応すべきであった.

-改善してほしいことは給水場所が家から速いこと.とても大変でした

・支所に飲料水があること

-震災2日後に多賀支所に並んだが給水受け取ったのは:91時間後でした.地域の

コミュニティ単位に給水車が来たのは水道管による給水が可能となった前日

の震災後 8~9 日過ぎてからでした.

-7Kの供給場所を増やして欲しい(支所だけでは 9~] 01時間待ちで大変でした)

-情報の発信手段と受信手段の変化を読んだ 情報イ云遠の最新システムの榊

築.情報は耳とIl震に平行発信する手段を取る.広報システムの再構築を検 i付

してほしい.

-放送が良く|謝こえなかった.情報不足

・近所ではなく地域の情報が入らず避難の状況がわからなかった.防災無線は 11立市の

情報なので合間に学区の情報を流していただけたらよかったと思います

より身近な情報を

-電気が通じているのに自宅に設関された防災無線を開けなかった. (機能停止)

放送がある釘ーに外へ出て，団地内にある公!認のスピーカーをjiJiくしかなかった

・原発事故時の対処法がどうなるのか不安. (東海第 2発地所で福島第 1JJ;(発

と!司じ事故が起こったときのおj");じ)

-東海原発の広報誌がいい加減で(前から)本気で対応をしているのか心配

2'"'-'3年前(前回の事故後)東海原発に質問状を出したが返事無し

-原発問題で、今後のエネルギ一対策と官氏一体となった復興への道しるべ.

.団地内にある集会場に水の備蓄をしないといけないと忠いました.

-防災対策として7K，食料(特に水)公民館，コミニティセンターに置いてほしい.

・防災対策として“水"が“自治集会場"にあると助かる. (J:1H 1'13は近くにあ

るために避難場所は少し離れた小学校(公共施設)のみでなく，すぐ

近くの“自治集会場"も利用できると高齢者は助かるのではなし、かと思えた

-被災地の自治体は一生懸命やっているのに， 日立市は何をやっているのか見

えない.市議も同じ

-ライフラインの復旧が遅かったし速かった.
基探設備に

-震災11寺のライフラインの確保が必要.
ついて (8) 

-地震発生後の行政からの情報不足.特:にライフラインに関しての復i白状況

注 1)アンケートの形式は自由記述かつ複数回答可とした

注 2)iその他」に該当するものはお件， i 111~回答J は73件認められた íその他J の回答例は省略した

(アンケート調査により作成)

どちらも 4地区中で、最大の要望数となっており， 部から距離がある本地区において，自動車がいか

特に前者に関しては，車道の復!日を望む声が多数 に重要であるかを物語る結果であるといえるだろ

である これは，世帯主が若く，なおかつ市中心 う

1
1よ
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要望(回答数)

迅速な道路

整備 (31)

第 9表 城の丘地区住民による震災後の要望 (2011年)

回答例

-道路に亀裂が入っていて危ない

・道路がデコボコしていて危険p 早急な対j芯をしてほしい.

.1型地内は変わりないですが，隣接地域の道路の街灯が夜間に消えており，車

を運転していて少し不安になった.幹線道路は少なくとも以前と同様に付けて

lましし¥

-道路が壊れた.歩道も亀裂が入っていて危ない.子供の通学路を早く註して

ほしい. (民家の控の落下の危険個所多数あり)

-地盤には不安はなかったものの，歩道のうねりやブロックの蕗下が見られ危

険を感じた

-今でも道路の渋滞が残っている. 日立は幹線道路が貧弱.

.7K路の補修をお願いしたい.

給水状況の ・給水，ガソリン給油にとても時間がかかった.対応策はなかったのか.

改善 (6) ・震災後，飲料水不足で給水場所が遠いため，利用できず.団地内に給水車配備

してほしカミった e

-防災訓練や通達で指定された避難方法は全く効果がなかった.災害の際情報

を入手するのが III難だった.役所でっかんでいる情報を給水エリアなど人が

集まる所で発信してほしかった. 日立市のケープPノレテレビ局からの発信はチャン

ネノレをずらして放送してほしかった.一つの情報を見るために，ずっと見続ける必要

円滑かっ正確 があった とはいえ，公務員の皆さまにはお世話になった.

な情報伝達 ・防災無線の増設(震災11寺， 1~5災無線で言っていることが全く聞き取れなかった)

(19) 震災H寺の連絡(市役所などからの放送社車)が団地内まで来てくれず声が間

民〔ヲE司王i1jy:に

関して (6) 

避難所の環境

改善 (5) 

市の対応

について(2) 

住宅補修の

嬰望(7)

こえなかった

.1坊災無線のアンテナ設置をもっと多くの場所にお願いします

.ライフラインについての情報があし、まいで収集できない.

-孫たちの学校の校庭の放射線量の情報が欲しい.神奈川県のお茶などでも尚

し、数値になっていると開くが，福島に近しトト王II!Tは安全なのか.各家庭に放射

線盆計を配布してほしい.

-食に対して不安がある.7Kはミネラノレウォーターに変えてご飯を炊いたり飲

んだりしている

-備蓄されているはずの食料や水の配布がなかった.結果，各自各家j定で乗り

切った.

-今でも道路の渋滞が残っている. 日立は幹線道路が貧弱.災害H寺は孤立する

可能性があるので， 7K.食料・燃料などの備蓄は他の地域より力を入れてほしい.

. I防災対策としては日立市の対応は遅かった.セキスイハウスが7)<..食料を配

布してくださったことにJ謀説fしています

-白地内の道路の亀裂が入っていて余震が続くので早く直して欲しい.

.インフラ而の不安や住宅設備のケアの体tljlJなどが思くなった.

-家のきしみが増えた.防災対策に費用がかかる

注1)アンケートの形式は自由記述かつ複数回答可とした

注2)rその他jに該当するものは13件. r ?!I~ IUI答jは74件認められた rその他Jの回答例は省111告した

N-4 汚原子地区

4地区仁1=1最大の被害を受けることとなった本地

区の居住環境評価は第12Im-d) をみる限り，決し

て芳しいものとはいえず，その割引iは全項目を通

して低い 震災後の評価については. I基盤設備

(アンケート調査により作成)

の充実Jを除いては大きな低下はない.

要望表(第10表)では「迅速な道路整備Jが22

件と最も多くなっており.r避難所の状況改善Jr給

水状況の改善JI市の対応についてJの 3項目が

それに次く¥特に「市の対応についてJは，他の
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要望(1El答数)

第10表 河原子地区住民による震災後の要望 (2011年)

-震災後の食の安全性.特に市内における大気中のJh.射線放を特tiltしてほし

い.防災自立関係のスピーカーテストは毎日 21illJh.送しているが，その時に放射

線設も放送できると思う

. )})(発のHl評もiU容が多くなった 安全宣言を11'1く行ってほしい. (J也j渓作j伎よ

りも恐ろしいです)

・震災当日の避難所は時く，寒く， {可もなく，かえって自宅にいたほうが安心

でした

.1坊災対策として専用の施設を何か所か設けてi置き，有事の11寺に使えるように

食事|を含めて篠保しておいて欲しいです

避難所の環境 ・避縦所に指定されている場所に水・食撞・毛布などの備蓄が足りなかったと

改善(12) 開く.また食糧支設の提撹をしていた事業所等も同時に被災した場合，今回

のように全く機能しないー避難所や公共施設に~:g'{こ備訴しておく必要がある

-食事もなし， I援jJfむなし，ラジオもなし，どうしようもない

・公共の井戸水等の設tThtや避員flUJrトイレ等の設備の充実を望む 安心して避難

したし、11

・震災直後，電気ガス，水道などのインブラ全滅も，その後の復旧は全然分か

らず，市の案内もなく，情報が入らず，市役所(支所)へ行くも i隊員も何の

返答も得られず市の危機管支11意識のなさにあきれました

-すべてが遅いと思う.行政の対応等.何度も役所に出かけました

-市役所の対応が遅い 避難所に市役所から数人派遣されていても，役所から

何の指示もないのでということで何もしてくれない

-物が~寺I くなった(衣料品)

.{I例制こ係る人件費，資料ーが高すぎる.修Hn見桜，通常の3倍くらい高い

.1:1詰-品のIW]数が減った.売っていない.手に入らない

迅速な道路

終倣 (22)

給水状況の

改善(11) 

P:l i'1~かっ正確

な情報伝達

(9 ) 

))京発 ~fU&'こ
関して (8) 

ï!l のたJ-J;~-:，こ

ついて(J1) 

経済状況の

改善 (8) 

回答例

-震災後は特に道路の危険個所の点検をお願いしたい(淡災前でも危ないとこ

ろはあったが)

-歩道の凸出iや，近隣住宅のブロック塀等，子供の通学に不安のある所は同に

付きます 119.者出入口付近のコンクリートが浮いているのが少し不安です

・側溝くずれ，道路片側大きな土砂崩れ 3か月経つも，修復活=平なし

-付近の道路に亀裂が入った 近所のブロック控や大谷石の壁もこわれ，道路

をふさぎ，又，信号が全部停止して危なかった

-国道245-75-線付近の住民です.道路の損傷がひどく大型車が通ると家が振動す

る(表面は傷んでいるようには見えないが内部が傷んでいるのではない

か'::')歩道もl出|辺がひどく， 11音い11寺などは危険です

-小さい単位での水等の備喜子があると良いと思います.近くのjJ)j水の場所を教

えていただし、たり，近所の井戸水を分けていただいたりと，とても助かりまし

た そういったj也j戒のマップがあると良いと思いました

• J也j演の;!I:戸の場所を周知させることや，支流センタ一等に jl:戸を帰ることが

可能であれば試してみる秘!i髄がある.日立市は水道の修復がi!l!くなり，給水

に対する古iiiえも全く足りてなかったと思う r1'i民が一若手苛労した点である

. ;)1'戸のある家に助成するなどして停電の11寺でも使える子初jのポンプのをi取りつ

けるようにすると給水車に何時間も並ばなくてすむような気がする

-海外にいてこの鍵災を知るが緩災当時の災密情報が夜以以そして日立市に

おいてはほとんどゼロの状態で3ある

-防災ラジオだけではなく(外にいるときは聞こえないので)防災スピーカーも

設定し，情報を伝えることもしてほしい.

-防災対策として，市役所の広報Iji:の誌がlJ!i1き取れない

Wi'fiJ第2発電所から約8kmの地点に住んでーいる為，卵子力発泡JJfのだt波対策が

不十分である事が不安 仮に福島第ーのような15m級の津波が来た1場合に(;1:*海

第27原発も，問機のような被害が懸念されるので。早急な対策を滋む

注1)アンケートの形式は白由記述かつ複数回答可とした

注 2)rその他」に該当するものは 4件， r無回答Jは42件認められた rその他JのliIJ答例は省11治した

(アンケート調査により作成)
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地 IKが 2~3 件に止まるのに対して，本地IKでは

11件もの要望があり，その内容も辛刻!な表現を交

えたものが少なからずみられる

これらの結果は，本地区の被害の大きさによる

ものだけではなく，近隣の知人との関イ系が密接な

伝統的性格を残す本地区における，そもそもの市

に対する不信感も影響したものであると忠われ

る.これは，震災後も居住環境評儲についてはさ

ほとご変化が認められないことからも推して測るべ

きであろう

1V-5 小括

全体としてみると，居住環境評価では「基盤設

備の充実jが震災を通して評価を減じていること

が，要望については「迅速な道路整備Jr給水状

況の改善Jr円滑'かつ正確な情報伝達jが求めら

れていることがわかる. しかし，こういった評他i

や要望は，震災によって新たに生まれたのではな

く，むしろそれによって潜在していた不満が露わ

になったと考えるべきである.災害からの復興は，

j志急の対策ばかりでなく，居住環境の根本的な改

善を以てはじめてなされ得るといえるだろう

V 結語

本研究は茨城県日立市を事例に東日本大震災時

にいかに地j或防災が機能したのかを明らかにする

ことを目的とし，避難所の運営とそれを踏まえた

住民からの市政および地域に対する要望を検討し

た.最後に，今後日立市および地域において必要

とされる防災対策に対ーする考察を行いまとめとし

たい

1 )地区の諜題について:1=j:1心市街地に位置する

仁1:1小路地区においては，震災後に帰宅困難者が避

難所に詰めかけた.避難所の備蓄食料や水，毛布，

椅子などが不足する事態、に，地域コミュニティの

メンノくーも対1芯に苦!慈したこの I~~J j速に対。しては，

中心街);51持活主らによる炊き出しなどの協力を得

ており，地域の資源を活かした対応によって危機

を乗り越えている また，高齢の夫婦のみ世帯や

独居者なども多く居住する地区であるため，いか

に地域に居住する弱者を見守るのかという課題に

もi直面した

塙山地区においては，震災以前から地域活動，

まちづくり運動が盛んに行われてきたこともあ

り，震災直後から避難所の設営，住民の安否?確認、，

炊き出しなどがスムーズに行われた.そのため，

避難所での不満などは少なかったが， 1970年代の

分譲当時に入居した世帯が多いことから，今後居

住者の高齢化にともなって 現在の地j或コミュニ

ティが維持されるのかという課題が残る

iキ1ノト路-塙iおの両地区では 避難所の運営や避

難所でのボランティアに携わった若年・壮年の居

住者が震災後に地域活動に関わるようになるな

ど，住民が自主的に地域を守り育てる意識をもつ

ようになっていた このような意識を継続的なも

のとしていけば， :}寺t売 li守な i也j或コミュニティを 7F~

)lえすることが可能でろう

~ltの丘地区は，積水ハウスによって保護されて

いたため，地i豆住民が地域を守るという W)Jきはみ

られなかった.それよりも，近隣住民間士による

不足物資の交換などの助け合いが主であった

j可原子地区においては， ?~J:波被害の大きな沿岸

集落と丘1N1Jの住宅地とでは震災11寺の対応が異なっ

た 前者では，避難所利用者もみられたが， ffJ~)荻

や知人などの私的なネットワークを利用するもの

が多かった.地域コミュニティへは震災前後で大

きく変化したとは言い難い 後者においては， I~:I 

小路地区や塙U~地区と同様に これまで、地域活動

に参加していなかった若年・壮年の居住者が地域

活動に加わるようになるなととの変化がみられた.

震災による被害の大きさや地域コミュニティの

性質の速いによって 震災時の住民の対応や震災

{去の3出1或コミュニティのありブ7はぷミなった. この

ような地域構造を踏まえた地域の防災対策がなさ

れることが求められる

2)市の課題と今後の政策について:震災後の住

民からの要望では 全域において「迅速な道路整

備Jr給水状況の改苦:Jrlユ刊号かつ正雄な情報伝達j
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が求められている これらの項目は，地区レベル

で解決されるものではなく，市の早急な対応が望

まれる 特に，防災無線や屋外放送等が期待され

た機能を発J軍できない例が多かったことから.こ

れらの有効活用が求められる

また，避難所が誰によって(実質的に)担われ

るべきかという諜題も残った 日立市によって事

前に避難所指定を受けていた施設では，地域コ

ミュニティに参加している住民らが避難所運営に

積極的に関わることができた 一方で，城の丘地

区に鱗援する施設では，急逮避難所として利用さ

れ，施設]隊員が対応に追われることとなった そ

のために，避難所の運営は誰によってなされるべ

きか，職員らが困惑する事態がみられた 今回の

ような震災時における避難所運営のあり方は今後

検討されるべきであろう

最後に. 1:1立ilfの地形的条件，つまり太平洋沿

岸から丘陵部まで多様な地形を含み，南北に長く

市街地が形成されている上に. 1浪られた!主i道が'tt~・

に混雑していることなどは，情報伝達や避難所へ

の物資配給に後れを生じさせる要因となった 地

形や道路条件などは多様な 1'lJi題を生じさせたが，

地域コミュニティがこれらの1'111t'還を緩和する役割

を担っていた.震災によって交通手段やライフラ

インが遮i訴されj並区に闘を向けざるを得なくなっ

たことで，多くの居住者は地Ix.の資源や地域コ

ミュニティの役割を再認識していた.地域への愛

若や地域活動に加わることの重要性を住民が認識

し続けることで持続的なコミュニティがJl~)~立され

ることが望まれる. inには，住氏による地j或参加

を支える姿勢が求められよう

震災から半年が経過し. 9月末には?IIJ原子地iメ:

の津波被害をうけた旅館も営業を何m~J した こう

した状況を踏まえると は立市においては従災後

の復興が比較的販制に進んでいるといえる. しか

し住民の多くは，未だ原発事故や住吉等の修復

に隠する不安を抱えたまま生活を送っている.現

在の生活は震災以前のそれとよとく n司じものではな

い 震災によって明らかになった LI立Ilf寸づ出足の

問題をj科技とし， 日:I!.'d;j0))計克やJiliJ或コミュニ

ティがより良いものへと発挺していくことを祈っ

て本研究の結びとしたい

本研究の調査では. 1:-1立市役所・関係各所の方々.各事例j生以の自治会役Hの)j々 . l'己 /IA~t1 の )j 々，

地域コミュニティセンタ一等の方々. }舌住者のブ7々 には大変お !lt話になりました ここに記して御礼Ij=Iし

i二げます

本研究では，社団法人東京地学協会「東北地方太平洋;1¥1地震関連緊急研究・調査助成金J(r被災地域に

おける流通空間jの変容・再編に関する地理学的研究J.研究代表者ー松井圭介)の一部を使用したーなお，

本論文の執筆分担は以下の通りである I 章は久保および儲本. rr章は山本. GISによる分析をGregerお

よび橋本. 1lI章は益旧および山本町lVi'fIは主主i王1. V章は久保が担当した.論文構成および全体の調整は久

保が行った

[注]

1)地理j!学においては. 1:1 本地理学会が「東~!と地方太平洋 ;ljl 地震・日本地理j!学会対策本部」を設置して被

災状況を把握したり GISを用いたハザードマッフ。への提言を行ったりしたほか. 2011年秋季学術大会

において「東日本大震災jを扱ったセッションをIjf.Jiilfするなど.多様な取り組みがなされている.そ

の他の活動は， 日本地理学会公式ウェブサイト内の災害対応委員会サイトに掲載されている http://

www.ajg.or.jp/disasterl (2011年11月101::1最終閲覧)

2) E: I 立土地株式会社は，土地の分譲jlsfljfE. 住宅建設等の子l~flJ施策を担当する日立製作所の子会社とし

て1939年に設立された その後. 1:1立木村工業株式会社. E!立木村地所株式会社を経て，現在の株

式会社日立ライフとなっている(株式会社日立ライフ ホームページ内「会社案内・沿ーギ・地図」
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http://www.hitachi-life.co.jp/company/profile.html/ ， 2011年11月初日最終関覧)

3)自立iliが東海村に近接していることから， 日立市内には東海村原子力発電所で勤務する者も居住して

おり，原発に関する高度な知識を有している住民が多い地域である

4) 住民登録をしている住民に m~ られる

5)福島県から目立市内に避難した者は， 目立市内の避難所を退所した後， 自立市内外の宿泊施設，公営

住宅や民間賃貸アパートなどへ移った

6) j高U-I地区では， 5年ごとに地域のまちづくりプランを修正している

7)本地区における世布:主の平均年齢は約42設である

8) この傾向については，この地区の中心地区に対する周縁地域としての，あるいは日立製作所の企業城

下I!D'と化した自立市に対する!日集落としての，住民の意識下に潜在するある極の対抗意識のようなも

のに起因するものと推測される
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